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第 2章 初等中等教育法第 1編の展開と学校財政制度における公正 












第 3章 学校財政制度における公正と連邦教育補助金制度 
 連邦教育補助金の展開から、教育における連邦の役割を整理するならば、それは必要な
財源保障ということになる。財源保障の対象は、教育を受ける上で不利な立場にある子ど
もの教育への財源保障である。その方法は、対象となる子どもの教育に限定した特定補助
金の交付である。この役割を継続しながら、「適切性」による学校財政制度改革と関連して、
新たな連邦の役割が求められるようになっている。すなわち、連邦教育補助金制度の中で
アカウンタビリティ制度の整備を求めることにより、州、地方学区に教育成果の向上を促
す役割を果たすようになっている。さらに、「適切性」の視点から全米的に学校財政制度の
あり方を考える時、州を対象とした連邦教育補助金の創設が議論されるようになっている。 
 
終章 学校財政制度における公正概念とその制度化の課題 
 学校財政制度には公正が求められる。その概念は、複合的であり、平等、「適切性」がそ
の要素となる。アメリカ合衆国においてその緻密化と総合化が図られてきている。学校財
政制度における公正は、教育機会の平等に対する財政保障を目指すものである。教育機会
の平等は、第一に教育成果、到達目標の問題である。子どもや地域のニーズに合った適切
な目標設定とその判定方法が問題となる。第二に教育費水準の問題である。目標を達成す
るのに適切な教育費水準であることが必要となる。それは、教育の成果を上げるのに必要
な教育費を意味する。第三に地域格差の問題である。アメリカ合衆国の場合、地方学区間
の格差が問題とされる。格差は、教育費水準、地方学区の財政力について問題となる。こ
れらの問題は、どのような目標を設定し、その達成のためにどの程度の教育費水準が必要
なのか、どの程度まで格差が是正されるべきなのかが、課題となる。 
 以上のような課題は、研究成果に基づきながらも、実際の学校財政制度の整備と改革を
通じて、取り組まれるべき問題である。したがって、学校財政制度に求められるのは、そ
うした課題に取り組むことができる体制が整備されていることである。それは、学校の設
置者が、必要で適切な教育費水準を決定する権限と財源とをひとしく持つこと、そして学
校財政制度が公正であることを検証する仕組みを整備することを必要とするものである。
前者は、中央のレベルでの財源保障と格差是正の補助金方式、学校設置者レベルでの適切
な教育費水準の決定と必要な財源の確保、運用という財政制度を整備することである。後
者は、中央レベルでの教育費水準の「適切性」、学校設置者間の格差、教育成果の達成につ
いて、検証する制度を整備することである。 
